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「熊本市環境基本条例」の改正について（骨子案） 

【環境政策課】 

１ 条例改正の目的 

・熊本市環境基本条例（以下、「条例」という。）制定以降、地球温暖化、生物多様性の損失など

の地球環境にかかわる問題が年々顕在化、深刻化しており、近年、マイクロプラスチックとい

った新たな環境課題も発生している状況。これらの状況や「脱炭素社会」といった世界的潮流

を踏まえ改正する必要がある。 

 

・本市では、令和元年７月「SDGｓ未来都市」の選定を契機に、あらゆる施策において SDGｓの

視点を踏まえた取組を進めている中、環境行政においても、これまでの自然・生活環境保全

の取組に加え、新たな環境課題に対し、本格的に取り組んでいくことが必要である。 

 

以上を踏まえ、新たな環境課題や「脱炭素社会」の実現に対応することを目的とし、条例を改

正することとしたもの。 

 

２ 主な改正内容 

現行条例の趣旨を引継ぎつつ、新たな環境課題への対応等を追加する一部改正とする。 

主な改正内容は以下のとおり。 

 

・新たな環境課題への対応として、前文に SDGｓの視点（持続的発展が可能な環境づくり、行

動変革）を追加。 

・地球温暖化対策や生物多様性の保全など、市が取り組むべき施策を追加。 

・環境紛争調整委員会の趣旨を明確化 

・環境教育の推進を追加 

・その他、条文の整備 

 

３ 改正までのスケジュール 

年月 骨子案 素案 

令和 2年 9月 議会報告  

令和 2年１０月 環境審議会審議（諮問含）  

令和 2年１１月  環境審議会審議 

令和 2年１２月  議会報告 

〃  パブリックコメント 

令和 3年 1月  環境審議会（答申） 

令和 3年 2月  議案提出・議会説明 
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熊本連携中枢都市圏地球温暖化対策実行計画（骨子案） ～水、森、大地とともに生きる 持続可能なくまもと脱炭素循環共生圏の実現～ 

第１章 地球温暖化の現状と課題 
 

１．基本理念 

 

 

 

 

 

 

 

２．温室効果ガス削減目標 

 
1. 地球温暖化に関する現状 
 

・近年、人為起源の温室効果ガス排出は史上最高となり、世界の平均気温の上昇とともに、地球上で異常気象による災

害が頻発しており、国においては『気候危機』との認識が示されている。 
 
2. 国内外の地球温暖化対策への対応 
 

・2015年の COP21（国連気候変動枠組条約締約国会議）で、「今世紀後半に人為的な温室効果ガスの排出を実質ゼ

ロにすること。」などを定めたパリ協定が採択。 

・国内では「地球温暖化対策計画」、「エネルギー基本計画」が策定されており、『徹底した脱炭素』と『再生可能エネルギ

ーの主力電源化』に向けた取組が必要。 

 

1. 計画の基本概要 
 

・計画対象：熊本連携中枢都市圏（18市町村） ・計画期間：2021年度～2025年度 
 

2. 計画策定の目的 
 

・急速な社会情勢の変化への対応と住民・事業者・行政による地球温暖化対策に向けた協働 など 
 

3. 共同策定の意義 
 

・地球温暖化対策の更なる効果と地域資源の融通による各自治体の課題解決への期待 など 
 

4. 共同策定による３つの効果 
 

・地球温暖化対策・施策における『①補完効果』、『②波及効果』、『③推進効果』が得られる。 

 

1. 地域特性分析（自然特性・社会特性） 
 

・日照時間が長く、太陽エネルギーが比較的豊富であり、これらの利活用が重要。 

・都市機能が集積しており、人口流入が多く、将来を見通した脱炭素化への取組が必要。 
  

2. 温室効果ガス排出量（基準年度（2013年度））  
 

・熊本連携中枢都市圏の温室効果ガス排出量は、熊本県内の約 65％を占める。 
  

3. 再生可能エネルギーの賦存量と導入可能性量 
 

・太陽光発電や太陽熱利用、地中熱の賦存量や導入可能性量が極めて大きい。 

・一部の地域では風力発電や中小水力発電の賦存量や導入可能性量も大きい。 

※ 賦存量：圏域に存在する資源量、導入可能性量：賦存量のうち利用可能性が考えられる量 

  
温室効果ガス排出抑制等に関する施策の基本方針 
 
 

都市圏の住民、事業者、行政の各々の立場によ

る省エネ・創エネ・蓄エネの推進 

脱炭素化に向けた都市圏の交通機能、生活関連

機能、産業機能の整備 

都市圏の各自治体による独自の「脱炭素×災害

対策」の実践と圏域での連携 

環境投資や良好な環境の保全による都市圏の

持続的成長と生活の質の向上 

第２章 計画の基本的事項 

第３章 熊本連携中枢都市圏の特性 

第４章 基本理念と目指す姿・削減目標 

＜基本理念の考え方＞ 

熊本連携中枢都市圏にある地下水、海、森、大地など恵まれた自然を守り、未来へと引き継ぎながら、これらの

自然から得られるエネルギーを圏域内で十分に活用・循環させ、脱炭素化と持続可能な豊かな都市圏を実現する

もの。 

第５章 温室効果ガス排出抑制等に関する施策 

1 2 

3 4 

5 

水、森、大地とともに生きる 持続可能なくまもと脱炭素循環共生圏の実現 

中期目標：2030年度・・・30％以上の削減を目指す 

※ 基準年度（2013年度）比  

長期目標：2050年度・・・排出量実質ゼロを目指す 

環境政策課 

温暖化・エネルギー対策室 

＜中期目標＞ 

・熊本県の 2030 年度の温室効果ガス削減目標

（30％削減）を踏まえ設定。 

＜長期目標＞ 

・2020 年 1 月の熊本連携中枢都市圏として「2050

年温室効果ガス排出実質ゼロ」の表明を踏まえ設定。 

第６章 計画の進捗管理 
 

2. 進捗管理 
 

① 各市町村で温室効果ガス削減見込量を毎年算定

し、削減量と施策進捗を評価 

② 都市圏全体で削減量と施策進捗を取りまとめ、毎

年度公表 

1. 推進体制 
 

① 各市町村の庁内調整と都市圏全体での連絡会議

による全体調整・施策の推進 

② 有識者による意見聴取委員会の設置、進捗状況

報告及び施策実施の助言 

都市圏における再生可能エネルギーの最大活用

とエネルギーの運用・管理 

19



 

20



１．計画策定の趣旨

緑の基本計画は、熊本市が「森の都」の名にふさわしい緑豊かな都市環境を創造する

ための、緑の保全や緑化の推進、都市公園等の整備、管理に関する計画です。市民、
事業者、行政が一体となって取り組む、緑豊かなまちづくりの指針となるものです。

２．計画改定の背景

・現在の緑の基本計画は平成17年に策定され、多くの施策・事業を展開してきました。
・策定後15年が経過し、人口減少・超高齢化社会への対応、多核連携型都市の形成
の促進への対応が必要となっており、緑を活用した中心市街地の魅力向上も必要です。

・熊本地震を受け、災害に強い都市づくりを進めている中で、緑の重要性は一層高まって
います。また、地球温暖化、生物多様性といった地球環境問題への対応や、SDGs、
グリーンインフラの視点から、緑のあり方を検討する必要があります。

・一方、財政面、人材面の制約に応じて、市民、事業者、行政が一体となった取り組み
が求められています。

・さらに、コロナ禍の影響による、新しい生活様式が訪れた中で、公園の利用や家庭菜園
など身近な緑にふれあう機会が増え、緑の重要性が再認識され、緑との関係性にも新
しい形が求められます。
そこで、これらの変化を踏まえて、緑の基本計画を改定することにしました。

３．期間

計画の目標年次は、2021年度（令和3年度）から10年後の2030年度（令和

12年度）とします。

４．緑地の定義（都市緑地法第３条第１項）

樹林地、草地、水辺地、岩石地若しくはその状況がこれらに類する土地（農地である
ものを含む。）が、単独で若しくは一体 となって、又はこれらと隣接している土地が、これ
らと一体となって、良好な自然的環境を形成しているもの

「森の都」くまもとの歴史

〇1607年(慶長12年）、加藤清正が熊本城を完成させ、熊本城を中心にし

た城下町が栄えました。

○肥後熊本藩6代藩主・細川重賢公が、武士のたしなみとして藩士たちに園

芸を勧めたことが肥後六花の始まりとされています。また、10代藩主・細川斉

護公の時代に、藩士による園芸愛好グループ「花連」が結成され、藩士たち

は優良品種の栽培や新品種の育成に励みました。

〇1891年（明治24年）熊本駅の開業、1924年（大正13年）市電開通

などとともに、市街地が拡大しました。1894年（明治27年）4月、文豪夏

目漱石は、上熊本駅で汽車を降り、京町台の高台から眼下に広がる熊本

市の街並みを見て「森の都だな」と表現しました。以来、熊本市民はふるさと

が「森の都」であることに誇りを感じています。

〇1930年（昭和５年）、八景水谷、立田山、水前寺成趣園、江津湖、

花岡山、万日山、本妙寺山の７地区、約1,000ha を風致地区に指定し、

これらの自然環境は現在も大切に保全されています。

〇第二次世界大戦（1941~1945年）以降、熊本城公園、水前寺運動

公園、立田山緑地、江津湖公園等の公園の整備が進められ、緑の拠点が形成されました。

〇高度経済成長期以降、年々緑が失われてきたことから、1972年（昭和47 年）、市議会において「森の都宣

言」を決議し、官民一体で緑の保全、緑化を推進しました。保存樹木の指定、立田山環境保全林の買収などに

よる既存の緑を保全・活用等、緑の普及啓発に積極的な取り組みを展開しました。

〇平成に入って以降も、環境保護地区の指定等により緑地の保全や緑化を推進しました。平成22年までの市町

合併により、現在の範囲の熊本市が誕生しました。

〇その後も都市公園の整備を積極的に進め、平成31年現在、人口当たりの公園面積は、9.4㎡/人と、政令指

定都市平均6.8㎡/人を上回っています。

３．都市の安全性の確保

〇火災による延焼防止
〇災害時の避難場所の確保
〇雨水の流出量の調整による水害・土砂災害の防止

４．健康づくり・レクリェーション空間の提供

〇休養・休息の場の提供
〇様々なレクリエーションの場の提供
〇子どもの健全な育成の場、健康、運動の場の提供

５．精神的充足

〇人々の心にうるおいとやすらぎを与える癒しの場
〇地域コミュニティ活動、生きがいを醸成

１．都市環境の維持・改善

〇緑陰の提供、気温の緩和、大気汚染の改善
〇多様な生物の生息環境の確保
〇地下水のかん養

２．良好な都市景観の形成

〇歴史や文化に育まれた潤いのある都市景観の形成
〇緑の適切な配置による良好な街並みの形成
〇行楽・観光拠点の魅力の向上

自然がもたらしてくれる緑は、多面的な機能、効用を持っています。都市機能の強化、魅力の向上につながります。

熊本市緑の基本計画 改定 骨子（案）

計画策定の主旨 熊本市の緑の歴史

緑の役割

熊本城

水前寺成趣園
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基 本 理 念

水と緑あふれる熊本市の姿を後世に引き継ぎ、郷土熊本の歴史と文化を育んできた
緑の役割や機能を継承し、協働による持続可能な緑の創出や保全、活用を推進し、
上質な生活と文化に彩られ、緑の量だけでなく質に重点をおいた新たな「森の都」を実
現する。

新たな「森の都」を実現する持続可能な未来都市
（参考：現行「水と緑と心豊かな「森の都」熊本」）

４ 緑を支える人づくり・組織づくり【緑を繋げる】
郷土の緑を愛し、緑づくりに取り組む人々の輪を広げるため、市民との協働による取組を推進し、質の向上を目

指します。

（１）緑に親しみ学ぶことで、市民の緑化意識の
高揚を図る

（２）市民・事業者と行政が協働し、緑化活動の
展開を促進する

（３）緑化を推進するための組織運営を強化する

■ 持続可能な開発目標（SDGs）の推進
〇熊本市は、令和元（2019）年度に優れた取組を
提案する「SDGs未来都市」に選定され、「熊本市
SDGs未来都市計画（2019）」が策定されている。

〇本計画においては、右記に示す９つの目標を達成す
るため、これらを踏まえて基本理念、実践すべき目標、
施策等を定め取組を図ることとする。

■ グリーンインフラの取組の推進
〇人口減少・高齢化に対応した持続可能な社会の形成や生活の質の向上を図るため、自然環境が有する多様な効果（防
災・減災機能、地域振興、環境）を活用し、持続可能で魅力ある国土づくりや地域づくりを進めるグリーンインフラに関する取
組を推進する。

〇自然環境が有する多面的な機能を再認識し、自然と共生する効果的で質の高いインフラ整備に努める。

課 題

課題. １ 緑の骨格の保全・管理

〇森林・竹林の適切な維持管理や整備
〇市街地周辺に広がる田園の保全
〇自然環境に配慮した水辺環境の形成
〇緑の保全による生物の生息環境の保全

課題. ２ 上質な緑空間の形成

〇多様な主体との協働による民有地の緑の創出
〇賑わいと潤いのある中心市街地活性化に向けた緑の創出
〇ヒートアイランド現象を緩和し、快適な生活環境を整える緑の創出

２ 緑あふれる都市づくりに向けた緑の創出 【緑を育む】
市民の快適な暮らしのため都市公園、公共公益施設、民有地、中心市街地等の良質な緑を創出します。

（１）公共公益施設等の緑を創出する
（２）多様な主体との協働により民有地の緑を創出する
（３）中心市街地において本市の顔となる緑を創出する

３ さまざまな機能を持つ緑の魅力づくり【緑を活かす】
森林・公園等の緑を活用することで、地域の人々とのふれあいや地域の魅力を高め、質の向上を図ります。

（１）森林等の緑の機能を活用する
（２）都市公園の質を向上し、身近な緑を活用する
（３）緑地の特色を生かした緑を活用する

課題. ３ 地域の魅力や機能性を高める緑空間の活用

〇既存の森林・河川・公園等の活用
〇市民ニーズに対応した公園・街路樹の維持管理
○熊本地震をはじめとした災害発生時の公園の活用

〇ふれあいの場やコミュニティ形成を図る健康の場づくり

基 本 方 針

１ 豊かな自然の保全・共生【緑を守る】
郷土の貴重な財産である水と緑を守り育て、次世代に継承し、豊かな自然の保全・共生を図ります。

（１）自然環境の基盤である森林や河川等を保全する
（２）身近な自然環境を保全する
（３）地球環境や生物多様性に配慮した自然環境を保全する

課題. ４ 市民協働による緑のまちづくり

〇都市緑化フェアなどの開催を契機とした、新たな緑化活動の展開
〇市民活動団体の活動の活性化
〇健康や生きがいにもつながる市民参加を促進するイベント・体験などの
企画づくり
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緑 の 将 来 像 図

〇熊本市の特色や地形を活かした4つのゾーンを設け、適切な維持管理を推進します。
〇緑化重点地区を中心に緑化推進を図り、新たな森の都を作ります。

緑 化 重 点 地 区

緑化重点地区位置図

緑化の方針
以下を緑化重点地区とし、緑化を推進します。
１） 中心市街地 ： 「熊本市中心市街地活性化基本計画（熊本地区）」にて示される中心市街

地では、本市の新たな顔となる緑豊かで質の高い商業空間を創ります。また、
白川、坪井川の河川敷の緑など水と緑の潤いのある空間を形成し、新たな森
の都を実現する地域を創ります。

２） 地域拠点（15箇所）：「熊本市都市マスタープラン」にて示される地域拠点では、商業・医療等の日
常生活の都市機能と緑が融合したインフラ整備、オープンスペースの確保、
民有地の緑化等を進め、身近な緑を感じ親しめる地域を創ります。

３） 地域拠点を結ぶ公共交通軸：「熊本市都市マスタープラン」にて示される地域拠点を結ぶ道路網
では、連続する緑のネットワーク軸として結び、街路樹などの景観や
環境に配慮し、適切に配置された花と緑の美しい空間を創ります。

植木地区

北部地区

楠・武蔵ヶ丘地区

八景水谷・
清水亀井地区

子飼地区 長嶺地区

水前寺・
九品寺地区

平成・
南熊本地区 健軍地区

上熊本地区

城山地区

刈草地区

川尻地区

富合地区 城南地区
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目 標

〇わかりやすい目標設定

基本方針 目標 指標（案） 現況 目標値

1 豊かな自然の保全・共生
【緑を守る】

緑の保全に係る目標 緑被率 ※1 32%【平成30（2018）年】
維持数

30%

2 緑あふれる都市づくりに
向けた緑の創出【緑を育む】

市街地及び地域拠点の緑化に係る目標

緑視率 ※2
（中心市街地、地域拠点において

ポイントを決め調査予定）
25%以上

街なかに緑が多いと感じる市民の割合 66.8%【平成29（2017）年】 85%

3 さまざまな機能を持つ緑の魅力
づくり【緑を活かす】

既存の緑の活用に係る目標 緑の質が高いと感じる市民の割合
中心市街地 34.2％
お住いの周り 36.5％

（今回アンケート実施数値）
40％

4 熊本市の緑を支える人づくり・
組織づくり【緑を繋げる】

市民活動促進に係る目標 緑に関する市民活動を行う団体数 公園愛護会、街路樹愛護会等の団体数 増加

➀計画の策定（PLAN）
・基本方針・目標等の設定
・緑に関する施策の設定

進 行 管 理

③施策の進捗状況の把握・評価（CHECK）
・緑に関する目標と施策の把握・評価
・庁内調整会議や市民・事業者・有識者等からなる組織
（緑の基本計画推進連絡協議会）による進捗状況の
把握・評価
・アンケート等による評価

②施策の実行、行動（DO）
・緑に関する施策の実施
・市民・事業者・行政等が連携した取組の実施

〇計画を確実に実施するとともに、進捗を評価して、計画
を見直していきます。

〇ＰＤＣＡサイクルの考え方を用いて、計画の進行管理を
行います。

〇庁内調整会議のなかで進捗状況の評価、見直し・改善や
進行管理を行います。

〇市民・事業者・有識者等からなる組織（緑の基本計画推
進連絡協議会）による進捗状況の把握・評価を行います。

④取組の見直し・改善（ACTION）
・進捗評価を踏まえた見直し・改善
・新規事業等の新たな取組の検討

※1 緑被率とは航空写真データにより一団となった100㎡以上の緑の投影面積を抽出して、緑の現況把握を行い、緑の分類（樹林、果樹園、野草地、水田、畑、裸地、水域）ごとに集計した緑の面積の割合
※2 緑視率とは標準的な人の視線の高さにほぼ等しい地上1.5m の高さから、全方向撮影した写真に占める緑の面積の割合
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